




















































イオニア的な位置づけの条例だが、制定にあたって参照された先行研究は存在した。その系譜を遡ると、一九九一年刊の『政策型思考と政治』で理論的な位置づけが示され、一九九九年刊の『自治体は変わる 』で議会基本条例という名称とともに、今後のあるべ 自治体議会のあり方を示すにいたっ 松下圭一の『基本条例』論にたどり着く。　
結論を先取りして述べると、栗山町議会基本条例は、松下圭一の議会基本条例論から引き継ぐ内容と、議会報告会






































































































としての市民 位置づけのもとでは、請願・陳情という用語も市民提案制度へ 見直し 必要 指摘 るが、その審議過程で市民が自ら議場で説明するなど 審議参加が想定される。 〈市民の 〉 、 〈市民のヒロバ〉 位置づけを基本として、本来二元代表制のも で行政依存であっては けない議会という機関が、組織、運営についての自立権を発揮するための基本的なしくみが「議会基本条例」なのである。　
機関委任事務制度のもとで、知事・市町村長が国の実施機関として位置づけられ、その事務については議 の条例







は批判する。分権一括法が成立し、機関分立主義の原点に返るならば、議員間の自由討議中心に議会を運営することが当然となる。 「そこに市民参加の手続をとりいれ、議会の多様な情報・意見さらに政策構想をふくめて……議会独自に公開」することなど、市民が参加できるヒロバとして 議会をつくり、そこからの情報発信を強め、政策・条例の立案を積極的にお なうことが提言される。そのためには 各種専門家（その中には市民 なかに存在する各種分野の専門家が想定され （ 議論する議員研究会等市民の議会にふさわしい運用ルールの整備が求められる。　
議場に長や行政職員を呼ぶことは最小限に留めて、議員間の自由討議を議事の中心に置くためには、審議のための






法定されておらず議会の自立的な判断 実践できる閉会中の活動の積極的 展開が重視されている。地方自治法改正が必要な長の招集権の見直しを想定しつつ、当面の改革手法として、会期制 しばられない事実上の活動 積極的に展開することが構想されている。そのなかで事実上の「通年議 」が提言されている。　
議会基本条例は、それが基本法としての位置づけをもつことから、最高規範性が強調される。 『自治体は変わるか』






















































































加えて栗山町議会基本条例は立案された。栗山町議会基本条例と試案との異同については次項で検討することとして、本項ではまず試案の概要と、松下の提起し 議会基本条例との異同について検討する。　『北海道自治研究』掲載の渡辺三省論文の前半では、松下の『自治体は変わるか』が参照され、 「市民の議会」 「市民のヒロバ」とし の 像を 礎として試 が検討されていったことが示されている。改革理念に関する規定のなかでは、 「市民の多様な意見を的確に把握 、市政に反映 せるための運営に努めなければならない」としたうえで、
「議会が自由討議の広場である」との議会像を示している。また、議会の会議における審議について規定した部分には「採決権限のない委員外議員及び市民を加え、討議 より、多様な議論を展開するこ を原則とする」と規定することにより 市民のヒロバとしての の制度化が追求 ている。　
市民との対話の場の設定としては議会の諸会議（本会議、常任委員会、特別委員会の他、全員協議会、委員協議会、
一般会議等（主催の「市民会議」を開催することによって「会期中又は閉会中にかかわらず、市民 議会の活動に参加できるよう十分配慮する」と規定されている。一般会議（後述（を除き、概ね松下の提案に沿った規定ぶりとなっている。広聴広報については、情報公開と説明責任を明示し、具体的な提案としては「個々 議員の採決態度の公表」が明記されている。この提案は松下 提起には含まれ いなか たものであり 試案で具体化されたものである。　
議会への市民参加に関しては、松下 提起に沿って、請願・陳情を市民提案と位置づけ、必ず市民の意見を聴く機






で、首長や行政側から議員に対する反問権を認める規定を設けた点は松下の議論には出てこなかったものであり、また争点情報の形成のためにア．政策の発生源、イ．提案に至るまでに検討した代替案の内容、ウ．他の自治体の類似する政策との比較検討、エ．政策策定における市民参加の実施とその内容、オ．政策策定 使用した情報と公開 有無、カ．総合計画上 根拠 キ 財源措置の詳細、ク．将来にわたるコスト計算、の七項目を明示し 、長に議会への説明を求める規定を設けている。　
議会の政策立案については、政策・議案審査会の設置を規定している。これは「まちづくりの構想、デザイン等に
ついて、調査、研究、提案、 発信等を行う」もので、解説によると「議会 はおけないものと考えられている附属機関について、議員の政策形成・立案能力 高 、そ 結果議会としての権能をたかめる観点から、 「政 ・議案審査会」を設置し、議員の議案 出を活性化するもの」と説明されてい 。また、 員研修の充実強化 項目として、「各分野の専門家、市民等と議論する議員研究会を積極的に開催する」ものとしており、ここでも松下の提案を踏襲している。　
議会運営上の議会の自立性を確立するため 、法律による規定に根拠づけられている常任委員会、特別委員会等の


























二〇一六年七月まで 間に八回 改正を経ており、いくつかの特徴的な条項が追加され いる。運用上の見直し 経てどのように議会基本条例が展開して行ったのかを示すも として、区別 表に加えた。　
試案にあって栗山町条例には盛り込まれなかった項目としては、 「文書質問」 、 「政策・議案審査会」 、 「市民、市民
団体、ＮＰＯ等との連携」があり、 た、松下の提起に含まれて るが試案に 含まれなかった「通年議会」も栗山町条例には盛り込まれ いない。　
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ができる」 「閉会中においても、町政への町民の意思の反映を図るため、まちづくりの施策の検討、調査等の活動に努める」などの項目が含まれている。こ 試案は二〇〇〇年六月 作成され おり、北海道自治体学会議会研究会の議会基本条例試案よりも先行したも である。　
討論を基本とすることや、閉会中活動を重視する点、そ 閉会中活動について「議会の自主性及び自立性にもとづ










































































立するために不可欠とされたのが、議員間の自由討議を基本 して議事を組み立てることであった。それを反映して、議会基本条例の多くは自由討 を基本とすることを条文上は盛り込んでいる。し しながら、残念ながら は多くの自治体議会で運用実態に反映 るには至っていない。　
著者は最近の別稿で、議会基本条例の効果について、⑴議会のあり方や改革理念の提示、⑵議会改革を総合的に提









































































































































































































































































































文書質問 ─ ─ 制定当初は含まず（後に改正条例で導入）
反問権 ─ 反問権 反問権 説明者の質問権 説明者を討論に加えることができる ─



















政策・議案審査会 ─ 調査機関の設置 政策会議の設置 附属機関，調査機関，検討会等の設置
市民の専門性 専門家市民の活用







































































































文書質問 ─ ─ 制定当初は含まず（後に改正条例で導入）
反問権 ─ 反問権 反問権 説明者の質問権 説明者を討論に加えることができる ─



















政策・議案審査会 ─ 調査機関の設置 政策会議の設置 附属機関，調査機関，検討会等の設置
市民の専門性 専門家市民の活用
























































































































































進体制 ─ ─ ─
有識者を含みうる議会
改革推進会議 ─ 議会改革推進会議
議会の自立性 議長による招集権
法律により活動が制限
されている常任委員会，
特別委員会等の制約を
こえて主体的に活動す
るため一般会議を設置
法律により活動が制限
されている常任委員会，
特別委員会等の制約を
こえて……議員及び町
民が自由に情報及び意
見を交換するための場
として一般会議を設置
法律による制約への言
及を削除し，議長の裁
量権を条文化
─ 知事等に対する独立・対等の立場
運営態勢の見
直し
既存のル─ルを見直し
市民の議会にふさわし
い運営手続・手法の開
発
会議規則，傍聴規則等
の見直し
会議規則の継続的な見
直し，傍聴規則の見直
し
─ ─
閉会中の活動
長の招集権に関係なく
自主的に活動し実質的
に通年議会になってよ
い
会期中の活動と閉会中
の活動，自治法に定め
のない活動の組み合わ
せにより自律性の制約
を克服
─
議会の自主性及び自立
性にもとづいて閉会中
にも町政への町民の意
思の反映を図るため調
査及び検討等に努める
議会の自主性及び自立
性にもとづいて閉会中
にも町政への町民の意
思の反映を図るため調
査及び検討等に努める
運用で定例会 （回制
（夏と正月を除く実質
的通年議会化）を経て，
後に通年議会化
議会補佐態勢
議会事務局の強化 議会事務局の体制強化と市民との連携
議会事務局の調査・法
務機能を積極的に強化 ─
議会事務局の機能の強
化及び組織体制の整備
を図る
議会図書室の充実，市
民への公開 議会図書室の充実
議会図書室の設置，公
開 ─ 強化に努める
最高規範性
最高規範性の
明文化
基本法としての位置づ
け
議会運営における最高
規範
議会運営における最高
規範 ─
議会に関する基本的事
項を定める条例
他の条例規則
等との関係
基本法＞基本法実施法
＞一般法という体系性
を想定
この条例に違反する議
会の条例，規則，規程
等を制定してはならな
い
この条例に違反する議
会の条例，規則，規程
等を制定してはならな
い
─
議会に関する他の条例
等を制定し，又は改廃
する場合においては，
この条例との整合を図
る
見直し
逐次，自治体改革の深
化とともに条文改正を
つみあげ
改選ごとの見直し 改選ごとの見直し （年を超えない期間ごとに見直し
期限を示さず見直し規
程は設ける
注（（（）の文献，資料より著者作成
